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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 
民間資金等活用事業推進機構の法人事業税の資本割に係る課税標準特例

の創設 

2 対象税目 （法人事業税：義）（地方税３） 

【新設・拡充・延長】 

3 租税特別措置等の内容 《内容》 

㈱民間資金等活用事業推進機構（以下「機構」という。）について、平成２９

年４月１日から平成４０年３月３１日（PFI法第５６条第２項により定められた、保

有する全ての株式等及び債権の譲渡その他の処分を行うよう努めなければな

らない期限）までの間に開始する各事業年度の事業税に限り、法人事業税の

資本割に係る課税標準額を、銀行法施行令で定める銀行の最低資本金の額

（２０億円）とみなす特例措置の新設を要望するもの。 

《関係条項》 

地方税法第７２条の１２第１項第１号ロ 

4 担当部局 内閣府民間資金等活用事業推進室 

5 評価実施時期及び分析

対象期間 

評価実施時期：平成 28 年８月 

分析対象期間：平成 29 年度～34年度 

6 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

― 

7 適用又は延長期間 機構が株式等の譲渡その他の処分等を行うよう努めなければならないとされ

ている期間（平成 40 年 3 月 31 日） 

8 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

機構を活用し、コンセッション事業及び収益型事業の案件形成を支援すること

により、「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」に掲げる10 年間（平成 25年度から

平成 34 年度まで）の事業規模目標 21 兆円を達成するとともに、新たなビジ

ネス機会の拡大や地域経済好循環を実現し、公的負担の抑制を図ることで、

国及び地方の基礎的財政収支の 2020 年度までの黒字化を目指す経済・財政

一体改革に貢献する。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針 2016（平成 28年６月２日閣議決定）

においも、「公共施設等の整備・運営への民間のビジネス機会を拡大するため

（中略）民間資金等活用事業推進機構の活用等により具体的な案件形成を図

り、地域経済の好循環を促していく」とされており、今後、支援実績を確実に拡

大していくことが必要である。 

《政策目的の根拠》 

「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」（平成 28 年５月 18 日民間資金等活用事業

推進会議決定） 

「経済財政運営と改革の基本方針 2016（平成 28 年６月２日閣議決定） 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

【政策】３．経済財政政策の推進 

【施策】⑤民間資金等活用事業の推進（ＰＦＩ基本方針含む） 
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③ 達成目標

及びその

実現によ

る寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

機構を活用し、コンセッション事業及び収益型事業の案件形成を支援すること

により、「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」に掲げる10 年間（平成 25年度から

平成 34 年度まで）の事業規模目標 21 兆円を達成するとともに、新たなビジ

ネス機会の拡大や地域経済好循環を実現し、公的負担の抑制を図ることで、

国及び地方の基礎的財政収支の 2020 年度までの黒字化を目指す経済・財政

一体改革に貢献する。 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

機構がその業務を遂行するに当たり、多額の資本割が課されれば、機構

の財産基盤が維持できなくなるおそれがあるため、当該特例措置を創設

することが機構の業務遂行上必要不可欠である。本措置を講じることに

より、上記「租税特別措置等により達成しようとする目標」の達成に寄与す

る。 

 

9 有効性

等 

① 適用数等 適用件数：１件（機構のみ）（平成 29 年度以降毎年） 

適用額：20 億円（平成 29年度以降毎年） 

② 減収額 約 90 百万円の見込み。（平成 29 年度以降毎年） 

 

（算出根拠） 

①  特例措置適用前  資本金額  20,000,000,000 円  ×  税率 0.5％＝

100,000,000 円 

②  特例措置適用後  資本金額   2,000,000,000 円  ×  税率 0.5％＝

10,000,000円 

③ ①－②＝90,000,000 円 

③ 効果・税収

減是認効

果 

《効果》 

 

○達成目標の実現状況（H29～34 の数値の推移＝事業規模） 

（単位：億円） 

年度 

区分 
平成 25 年度 平成 26 年度 平成 34年度まで 

事業規模 13,257 23,752 210,000 

歳出削減 1,024 2,065 約 27,000 

（注）１ 平成 25 年度（単年度）及び26年度（累積）の事業規模については、内 

閣府調べ 

   ２ 平成 34年度までの事業規模（10年間）及び歳出削減（10年間）につい

ては、「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」における目標値 

 

○租特等による直接的な効果 

 

年間 9,000 万円の税収減により機構は同金額を出融資の支援に活用でき、機

構の民間補完の出融資が民間の出融資の呼び水となり、地域におけるＰＦＩ事

業への出融資機会が創出されることから、6年間（平成 29 年度から 34 年度）

で 52億9,200万円の地域における民間の出融資機会が創出され、ＰＦＩ事業の

案件形成が見込まれる。 

 

（算出根拠） 
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9,000 万円×6 年×9.8＝52 億 9,200万円 

（注）１ 機構の平成 28年 3 月末における民間資金の呼び水効果は 9.8 倍（＝

機構及び金融機関等からの出融資額÷機構の出融資額）であるため、全体と

して機構支援額の 9.8 倍の案件形成が見込まれる。  

《税収減を是認するような効果の有無》 

本措置を講じることにより、公共施設等の整備等、効率的かつ効果的な社会

資本整備が推進され、6 年間（平成 29 年度から 34 年度）で 52 億 9,200万円

の地域における民間の投融資機会が創出され、ＰＦＩ事業の案件形成が見込

まれるため、年間 6年間で 5億 4,000万円（9,000万円×6年）の税収減を上回

る効果が期待され、地域経済活性化に資する。 

 

10 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

本措置を講じることにより、機構において利益に関わりなく流出する租税公課

が減額され、貸借対照表の純資産の部が改善し、財務基盤が維持・強化され

る。これは、利益に関わりなく流出する租税公課の分を事後的に追加出資や

補助金等で手当てするよりも執行コストが小さく妥当である。 

なお、（株)地域経済活性化支援機構等の公的な株式会社でも同様の措置が

講じられている。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

同一の目的であるほかの措置はない。 

 

 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

本措置を講じることにより、公共施設等の整備等、効率的かつ効果的な社会

資本整備が推進され、新たなビジネス機会の拡大や地域経済好循環に資する

とともに、公的負担の抑制を図ることで、国及び地方の基礎的財政収支の

2020 年度までの黒字化を目指す経済・財政一体改革に貢献する。 

 

11 有識者の見解 ― 

12 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

今回が初めてである。 

 

 


